
平成27年1⽉27⽇

横浜市平成2７年度予算案について

〜未来を⾒据えて⼒強く前進する年〜



1

観光客数3,134万⼈、観光消費額2,334億円ともに過去最⾼（H25年）

みなとみらい21地区 来街者は
過去最⾼ 7,200万⼈超（H25年）

市内のホテル稼働率は年平均86.5％（H26年）
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2

 横浜港は12年連続で
「客船寄港数・⽇本⼀」を達成

 パシフィコ横浜の来場者数420万⼈
（開業以来初の400万⼈超）

 国際会議の参加者数⽇本⼀



企業を⽀援し活⼒あふれる横浜経済を実現します

⼈や企業が活躍する舞台となる都市をつくります

あらゆる世代の⼈の⼒を引き出します
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・ しごと改⾰の推進〜不断の⾏政改⾰〜
・「施策の推進」と「財政の健全性の維持」を両⽴



⼦育て⽀援・⼦ども・若者の育成

◆⼩児医療費助成の対象を拡⼤
・27年10⽉から⼩学１年⽣→３年⽣へ

◆中学校昼⾷の28年度実施への準備

◆⼦ども・⼦育て⽀援新制度がスタート

・保育所待機児童ゼロの継続

・放課後キッズクラブを
31年度までに全⼩学校に設置

⼦育てしやすい選ばれる都市⼦育てしやすい選ばれる都市
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◆「第４次男⼥共同参画⾏動計画」策定
◆⼥性起業家の⽀援
◆キャリア形成やネットワークづくり

・「横浜⼥性ネットワーク会議」の開催

◆シニアの地域貢献モデル事業の推進

⼥性・シニアの活躍⽀援

⽇本⼀⼥性が働きやすい、
働きがいのある都市

⽇本⼀⼥性が働きやすい、
働きがいのある都市

5



◆よこはまウォーキングポイント
・30万⼈の参加を⽬指して

26年11⽉にスタート

・想定を上回る８万⼈超の申込み

・⺠間企業と連携し
健康づくりのムーブメントを拡⼤

370万⼈の健康づくり

健康寿命⽇本⼀健康寿命⽇本⼀
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成⻑分野の育成・産業拠点強化

◆国家戦略特区の活⽤
・「横浜臨床研究ネットワーク」構築

（創薬・先進的な治療法の実⽤化）

◆中⼩企業・商店街の活性化⽀援

◆企業誘致の強化

・企業⽴地促進条例の⾒直し
・「観光・MICE」などの成⻑分野の

企業を積極的に誘致

活⼒あふれる横浜経済の実現活⼒あふれる横浜経済の実現
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◆⼭下ふ頭の再開発の推進
・32年度の⼀部供⽤に向けた実施計画

◆新市庁舎・横浜⽂化体育館の再整備

◆新たな交通の導⼊検討

都⼼臨海部の再⽣・機能強化

世界中の⼈や企業を惹きつけるまち世界中の⼈や企業を惹きつけるまち
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◆20街区での新たなMICE施設整備
◆「Dance Dance Dance

@ YOKOHAMA 2015」の開催

観光・MICE・⽂化芸術創造都市



◆持続可能な住宅地モデルプロジェクト
・地域や企業と連携した取組を推進

◆⽶軍施設の跡地利⽤の推進

・旧深⾕通信所
健康・スポーツなどの拠点

・上瀬⾕通信施設
跡地利⽤基本計画の検討

郊外部の再⽣・活性化

住みたい、住み続けたいと思える
魅⼒あふれるまち

住みたい、住み続けたいと思える
魅⼒あふれるまち
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◆がけ地防災対策の強化
・がけ地の現地調査

（27年度：3,000か所）

・減災対策⼯事への助成制度を創設

◆地震防災戦略の推進
・区庁舎の耐震化・再整備、

市⽴学校の耐震化（27年度完了）
・⾃助・共助の担い⼿育成の拠点となる

市⺠防災センターの再整備
（28年３⽉完了）

災害に強いまちづくり

災害に強い「⼈」「地域」「まち」災害に強い「⼈」「地域」「まち」
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◆横浜環状道路の整備
・災害時の物資輸送やハブポート化を

⽀える道路ネットワーク

◆神奈川東部⽅⾯線の整備

◆外国客船の受⼊機能の強化
（2020年をターゲット）
・新港ふ頭客船ターミナルの整備
・超⼤型客船の受⼊機能を整備

（⼤⿊ふ頭）

都市インフラの強化

横浜経済や市⺠⽣活を⽀える
強靭な⾻格を備えたまち

横浜経済や市⺠⽣活を⽀える
強靭な⾻格を備えたまち
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27年度の予算規模と市税収⼊の状況
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 ⼀般会計の伸び率は、+5.4％で、プラス予算

注 ：公営企業会計及び総計の26年度下段( )内は、地方公営企業会計基準の見直しに伴う退職給与引当金の計上等の

影響額を除いたものです。

 市税収⼊の⾒込み額は、7,095億円（▲1.4％）
・法⼈市⺠税の⼀部国税化による税率引下げ
・固定資産税の評価替え

(1,180)億円　 (3.5%）
3兆5,153億円 

(3兆3,640億円)
総 計

▲333億円　 ▲0.9%
3兆4,820億円 

(3.8%)
公 営 企 業 会 計

▲1,297億円　 ▲18.0%7,215億円 
(5,702億円)

5,918億円 
(215億円) 

特 別 会 計 1兆3,947億円 1兆3,756億円 192億円　 1.4%

一 般 会 計 1兆4,955億円 1兆4,182億円 773億円　 5.4%

会 計 名 称 27年度 26年度 増▲減 増減率



不断の⾏政改⾰を推進します

事業⾒直し 1,092件、効果額102億円
（26年度 1,090件、108億円）

（主な⾒直し内容）
●市役所内部経費の⾒直し

・⼈件費（退職⼿当、住居⼿当）の⾒直しなど

●⺠営化・委託化の取組
●使⽤料等の⾒直し
●時代の変化を踏まえた事業⼿法等の⾒直し

・外郭団体に対する補助⾦・委託料の⾒直しなど

 市役所内部経費の削減や時代の変化を踏まえた事業⼿法等の⾒直し
 外郭団体に対する財政⽀援等の⾒直し
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施策の推進と財政の健全性の維持を両⽴します
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１．施策を推進しつつ、「⼀般会計が対応する借⼊⾦
残⾼」は縮減

２. 市債は、中期計画の枠組み（４か年6,000億円）に
沿って、計画的に1,608億円を活⽤
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 ムンバイ市・マニラ市・オデッサ市・バンクーバー市
との姉妹都市提携50周年

 「横浜マラソン2015」の開催（27年3⽉）

 ズーラシア「アフリカのサバンナ」全⾯開園(27年４⽉）

 「FIVBビーチバレーボール
グランドスラム 2015」横浜⼤会の開催

（27年7⽉）

 「Dance Dance Dance @ YOKOHAMA 2015」
の開催（27年８⽉〜10⽉）
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横浜の魅⼒を国内外に発信します

提供：公益財団法⼈⽇本バレーボール協会



URL  ： （横浜市トップページ） http://www.city.yokohama.lg.jp

：（定例記者会見トップページ） http://www.city.yokohama.lg.jp/ex/mayor/interview/

： （財政局財政課トップページ） http://www.city.yokohama.lg.jp/zaisei/org/zaisei/


